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うち本事業
当期経常増減額 64,375 41,230

経常収益 9,991,747 673,331

6,664,666 673,328

13,621 0

9,927,372 632,101
9,903,963 632,101

うち人件費 2,128,708 205,584
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 4,090

128 0
28,993 4,090

320 0
35,190 37,140
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

環境調査研究事業

環境調査研究・技術支援事業

①　調査研究
②　環境技術支援等

２　事業（施設）概要

①東京都の環境施策の展開に必要な科学的知見の提供を目的として、環境の改善・向上
に資する幅広い調査研究を実施した。

②東京都の環境施策の推進に必要な科学的知見・専門的技術等を提供し、環境施策の
実施おける信頼性の確保や環境の改善・向上に資する環境技術支援等を実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 賃借 芙蓉総合ﾘｰｽ㈱ 372,790

特定 賃借 JA三井ﾘｰｽ㈱ 502,700

特定 賃借 ㈱東商店 414,480

特定 賃借 芙蓉総合ﾘｰｽ㈱ 419,430

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 458,040

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 549,120

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 1,300,200

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 532,620

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 5,272,080

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 1,054,680

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 1,093,224

特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 894,300

特定 委託
㈱明電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ

19,520,380

特定 委託 ㈱島津理化 1,320,000

特定 委託 三精ﾃｸﾉﾛｼﾞｰｽﾞ㈱ 858,000

特定 物品 紀本電子工業 ㈱ 4,250,400

特定 委託 西川計測㈱ 440,000

特定 委託 紀本電子工業㈱ 686,400

特定 賃借
(一社）東京都ﾄﾗｯ
ｸ協会

2,326,500

特定 委託 紀本電子工業㈱ 629,200

独占 委託 ㈱堀場製作所 37,075,500

特定 修理・整備 西川計測㈱ 809,490

特定 委託 ㈱京王ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ 1,936,000

特定 委託 ﾀﾞｲﾚｯｸ㈱ 1,313,840

特定 修理・整備 東京ﾀﾞｲﾚｯｸ㈱ 715,000

特定 賃借
ｸﾞﾘｯﾄﾞﾃﾞｰﾀﾊﾞﾝｸ･ﾗ
ﾎﾞ有限責任事業
組合

990,000

独占 修理・整備 ㈱堀場製作所 470,800

特定 修理・整備 紀本電子工業㈱ 705,100

ｵｿﾞﾝ濃度計等の定期点検委託

自動車排ｶﾞｽ微粒子計測装置（粒
径分布計測装置）の修繕

ｽﾏｰﾄﾒｰﾀｰ電力消費量ﾃﾞｰﾀ解析
環境の利用

自動車排出ｶﾞｽ計測ｼｽﾃﾑのﾎﾟﾝﾌﾟ
交換作業委託

ﾍﾞｰﾀ線式PM1.0自動計測器外1点
の点検修理

実験車両の借上げ　その1（大型
車）

大気ｴｱﾛｿﾞﾙ化学成分連続自動分
析装置の点検委託

令和3年度自動車排出ｶﾞｽ分析装
置の定期点検委託

液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌの修理

水素蓄電ｴﾈﾏﾈｼﾐｭﾚｰﾀのﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞ上での公開に係る業務委託

小型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車排出ｶﾞｽ分析装置
の借入れ（再ﾘｰｽ）

超高速・超臨界液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量
分析装置の借入れ（再ﾘｰｽ）

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ定期点検保守委託（自排
棟）

令和3年度年度大型ｼｬｼﾀﾞｲﾅﾓﾒｰ
ﾀ等の保守点検委託

廃水処理装置保守点検委託

大気ｴｱﾛｿﾞﾙ化学成分連続自動分
析装置の定期点検委託

粒径分布計測装置外１点の借入れ
（再ﾘｰｽ）

ﾃﾞｰﾀ処理装置の借入れ（再ﾘｰｽ）

小型ｶﾞｿﾘﾝ車排出ｶﾞｽ分析装置の
借入れ（再ﾘｰｽ）

高周波誘導結合ﾌﾟﾗｽﾞﾏ励起質量
分析計(ICP-MS）の借入れ（再ﾘｰ
ｽ）

二重収束型高分解能質量分析計
の借入れ（再ﾘｰｽ）

大型ﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車排出ｶﾞｽ分析装置
の借入れ（再ﾘｰｽ）

ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計の点検委
託

大気ｴｱﾛｿﾞﾙ化学成分連続自動分
析装置専用試薬外2点の買入れ
(単価契約）

図書管理ｼｽﾃﾑの借入れ（再ﾘｰｽ）

26

27

28

22

23

24

25

ｷｬﾆｽﾀｰ対応型ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量
分析計の借入れ(再ﾘｰｽ)

Ｐ＆Ｔ、Ｈ装置付きｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質
量分析計の借入れ（再ﾘｰｽ）

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
加熱脱着ｶﾞｽｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ質量分析計
の借入れ （再ﾘｰｽ）

18

19

20

6

7

14

15

16

12

13

2

3

4

5

21

8

9

10

11

17
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特定 賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 364,980

特定 賃借
(一社）東京都ﾄﾗｯ
ｸ協会

1,408,000

特定 修理・整備 東京ﾀﾞｲﾚｯｸ㈱ 403,700

特定 賃借 積水リース㈱ 971,520

特定 修理・整備 西川計測㈱ 514,800

特定 賃借
東京ﾔｻｶ観光ﾊﾞｽ
㈱

1,562,000

特定 委託 ㈲ｾｲｸﾌﾟﾗﾆﾝｸﾞ 1,430,000

特定 委託 東京ﾀﾞｲﾚｯｸ㈱ 782,100

特定 修理・整備 環境システム㈱ 567,600

特定 修理・整備
JFEアドバンテック
㈱

506,000

特定 賃借
三井住友トラスト・パ
ナソニックファイナン
ス㈱

186,384

特定 賃借 みずほリース㈱ 916,630

競争 委託 ㈱堀場製作所 38,702,400

競争 委託
ｼﾞｮﾝｿﾝｺﾝﾄﾛｰﾙｽﾞ
㈱

3,366,000

競争 委託 ㈲ﾋｭｰﾏﾝﾋﾟﾎﾞｯﾄ 4,014,780

競争 委託 ㈱ﾄｰｶﾝｵﾘｴﾝｽ 36,465,000

競争 物品 ㈱ｶﾞｽ研 6,550,500

競争 物品 ㈱ｶﾞｽ研 2,659,800

競争 物品 ﾔﾏﾄ科学㈱ 3,232,900

競争 賃借 積水ﾘｰｽ㈱ 19,256,820

競争 委託 ㈱数理計画 4,664,000

競争 修理・整備 ｵｰｴｽ環境㈱ 31,020,000

競争 修理・整備 電通工業㈱ 7,689,000

競争 委託
㈱建設技術研究
所

3,410,000

競争 物品 メイワフォーシス㈱ 3,034,724

競争 物品 ベンキョウドー㈱ 4,235,000

競争 物品 紀本電子工業㈱ 3,520,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ等分析室空調設備の点
検保守委託

車両運行管理業務委託（複数単価
契約）

実験車両の借上げ　その5（大型
車）

本棟及び自動車排出ｶﾞｽ実験棟の
ﾄｲﾚ改修工事に係る工事監理等業
務委託

カーボンアナライザーの点検委託

多項目水質計の修理

直読式電磁流向流速計の修理

粒子状物質自動連続計測器の借
入れ（再ﾘｰｽ)

実験車両の借上げ　その2（大型
車）

ｼｰｹﾝｼｬﾙｻﾝﾌﾟﾗｰの修繕

浅海用音響側深装置の借入れ（再
リース）

ICP質量分析装置の修理

自動車排出ｶﾞｽ濃縮GCMS/GC測
定ｼｽﾃﾑの借入れ（再リース）

令和3年度自動車排出ｶﾞｽ計測業
務委託

高速液体ｸﾛﾏﾄｸﾞﾗﾌ-ｲｵﾝﾓﾋﾞﾘﾃｨｾ
ﾙ搭載精密質量分析計の借入れ
（再ﾘｰｽ）

〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

水銀測定装置の買入れ

48

53

50

51

植物起源VOCｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘ作成業務
委託

本棟及び自動車排出ｶﾞｽ実験棟ﾄｲ
ﾚ改修工事

非公表案件

都有施設等への水素蓄電導入等
に係る概算費用の算出委託

高精度露点発生器の買入れ

高速インクジェットプリンターの買入
れ

54

40

41

42

43

窒素・ﾘﾝ連続流れ分析装置の借入
れ

東京都環境科学研究所電話設備
改修工事

44

38

39

34

35

36

東京都環境科学研究所建物管理
委託　公表

集中配管用高圧ｶﾞｽの買入れ　(単
価契約）

液化ｶﾞｽの買入れ　(単価契約）（準
備契約）

52

45

46

47

49

32

33

29

30

31

37

55 アンモニア自動計測器の買入れ
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契約種別 契約相手方 契約金額（円）

賃借 日立ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 5,272,080

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈱明電ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝ
ｸﾞ

19,520,380

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

物品 紀本電子工業 ㈱ 4,250,400

特命理由
現在使用しているACSA-14、PM-712、PM-714、APC-710の各機器は、全て紀本電子工業株式会社が自社開発
し、測定機本体から消耗品類に至るまで独自に製造・管理・販売を行っている。そのため、紀本電子工業株式会社
製の製品に関する消耗品類については、紀本電子工業株式会社以外からの購入は不可能である。
　以上の理由から、本契約を紀本電子工業株式会社に特命する。

No. 契約件名

16
大気ｴｱﾛｿﾞﾙ化学成分連続自動分
析装置専用試薬外2点の買入れ
(単価契約）

13
令和3年度年度大型ｼｬｼﾀﾞｲﾅﾓﾒｰ
ﾀ等の保守点検委託

特命理由
当研究所は、国交省から自動車排出ガス試験ができる公的な試験機関として認定されており、道路運送車両の保
安基準に係る技術基準を遵守し、常に信頼性の高いデータを提供していく必要がある。そのため、状況に応じた適
切な点検・整備が適切にできる技術力や設備独自のノウハウが必要とされる。これらの技術力や独自のノウハウを
持つ事業者は、設備の製造メーカーである株式会社明電舎のメンテナンス部門で、平成２５年１０月１日に分社化し
た株式会社明電エンジニアリングが唯一の事業者である。
また、緊急時にも設備を停止することなく、部品の供給・修理に対応できるのは株式会社明電エンジニアリング以外
にはない。
以上の理由から株式会社明電エンジニアリングを特命する。

9
二重収束型高分解能質量分析計
の借入れ（再ﾘｰｽ）

特命理由
本件は、当初は競争により、平成２２（2010）年９月から平成２７（2015）年８月までの５年間（６０ヶ月）を条件に借り入
れ、その後再リースにより、令和３年３月まで借り入れたものである。現在も業務に使用するため、時価に比して著し
く有利な価格で契約を締結することができる日立キャピタル株式会社に再リース契約を行う。

No. 契約件名

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名
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うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 1,093

経常収益 9,991,747 5,335

6,664,666 5,335

13,621 0

9,927,372 6,427
9,903,963 6,427

うち人件費 2,128,708 4,510
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 68

128 0
28,993 68

320 0
35,190 ▲ 1,161
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託 ㈱京王ｴｰｼﾞｪﾝｼｰ 880,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名
環境調査研究事業

地域気候変動適応センター

２　事業（施設）概要
国立環境研究所をはじめとする関係機関等との連携による気候変動等に関する情報共
有、意見交換のほか、区市町村への効果的な支援を実施するための情報収集、ウェブ
ページ開設による適応策に関する都民等への情報発信等を実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

No. 契約件名

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
気候変動適応ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞの
作成について

特命理由

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５特定契約の特命理由〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕

該当なし
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うち本事業
当期経常増減額 64,375 319,942

経常収益 9,991,747 1,445,772

6,664,666 1,352,143

13,621 13,621

9,927,372 1,125,830
9,903,963 1,125,830

うち人件費 2,128,708 405,517
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 4,549

128 0
28,993 4,549

320 0
35,190 315,393
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

地球温暖化防止活動事業

（１）中小規模事業所への温暖化対策等支援事業
（２）家庭部門における温暖化対策等支援事業
（３）再生可能エネルギー普及促進事業
（４）スマートエネルギー都市等推進事業
（５）水素エネルギー普及啓発事業（一部都受託）

２　事業（施設）概要

東京における中小規模事業所及び家庭部門の地球温暖化対策の拠点として、東京都及
び区市町村等と連携して普及啓発に取り組むとともに、都民や中小事業者が行う地球温暖
化防止活動や省エネ対策を支援する活動を展開した。スマートエネルギー都市の実現に
向けた取組では、都民に対し、一層のエネルギー消費量削減意識を高めるための蓄電池
システム等の設置や既存住宅への高断熱窓製品の導入促進を図る助成事業を実施した。
その他、水素エネルギーの普及啓発施設水素情報館「東京スイソミル」において、水素社
会の意義、技術、安全性など、都民・事業者に対し理解促進を図るとともに、水素ステー
ションの導入を検討する中小事業者等に対し、運営に必要な知識や技術等を提供した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託 国際航業㈱ 2,046,000

特定 委託 アビアンザ㈱ 2,692,800

特定 委託 ㈱富士通エフサス 2,978,360

特定 委託 ｴｽ･ｱﾝﾄﾞ･ｱｲ㈱ 35,359,500

特定 委託 ㈱日立システムズ 4,939,000

特定 委託 ㈱日立システムズ 1,035,100

特定 委託 ㈱日立システムズ 1,323,300

特定 委託 ヒトワット合同会社 979,000

特定 委託
パーソルプロセス
＆テクノロジー株
式会社

660,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

1,100,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

462,000

特定 委託 ㈱日立システムズ 694,100

特定 委託
デロイトトーマツコ
ンサルティング合
同会社

550,000

競争 委託 ㈱富士通エフサス 9,149,360

競争 委託 ㈱グラファ― 4,180,000

競争 委託
M-SOLUSTIONS
㈱

7,630,810

競争 委託
㈱京王エージェン
シー

6,809,000

競争 委託 ㈱グラファー 2,640,000

令和3年度 「東京ソーラー屋根台
帳」維持管理業務委託

2

3

4

13

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1

2021年度中小ガソリンスタンド等の
水素ステーション導入支援事業に
係るテキスト改訂業務委託

14

15

5

6

7

WinActorの改修委託作業（準委
任）について

「地球温暖化対策報告書受付確認
ツール」の改修委託

12
令和3年度「省エネルギー診断情
報管理システム」の改修業務委託

8

9

10

「ZEV導入推進事業」電子申請シス
テムASP・SaaS業務委託

11
（仮称）チャレンジZEV2030ポータ
ルサイト保守管理委託について（部
分単価契約）

「令和３年度水素を活用したスマー
トエネルギーエリア形成推進事業
（家庭部門）電子申請システム」の
PaaS（Platform as a Service）を用い
た開発業務委託

東京都地球温暖化防止活動推進
センターZEV広報展開委託

16

17

18

令和3年度東京都地球温暖化防止
活動推進センターにおける助成金
事業管理システムの運用支援業務
委託

自家消費プラン電子申請システム
の運用業務支援

「自家消費プラン」に係る電力使用
量等のデータ収集システムの設計
及び開発、運用業務支援

「省エネルギー診断情報管理シス
テム他」の.NET環境への移行改修
等について

「次世代自動車助成金受付管理
ツール」令和3年度改修委託につ
いて

省エネルギー診断アニメーション映
像コンテンツ作成業務委託

省エネルギー診断支援申込フォー
ム作成等業務委託

令和3年度ゼロエミ住宅の電子申
請システム保守業務委託

「令和3年度水素を活用したｽﾏｰﾄｴ
ﾈﾙｷﾞｰｴﾘｱ形成推進事業（家庭部
門）電子申請ｼｽﾃﾑ」のASP・
SaaS(Software as aService)業務委
託



（様式１－１）

競争 委託 ㈱日本経済社 10,234,400

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

4,615,600

特定 委託 国際航業㈱ 3,234,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

2,145,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

2,145,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

462,000

特定 委託
㈱京王エージェン
シー

1,177,000

特定 委託 ㈱ﾜﾝﾋﾞｼｱｰｶｲﾌﾞｽﾞ 6,414,908

件数 金額
0 0
0 0

0 0

26

令和3年度 文書保管業務委託（単
価契約）（庶務/普及、創エネ、都
市エネ、区市町村、スマエネ、事業
支援）

23 WEBイベントページ制作業務委託

24
WEBイベントページ制作に係る更
新保守等業務委託について

25
令和3年度再エネポータルサイト
（電力調達編）ページ制作業務委
託

20
東京都地球温暖化防止活動推進
センターWebサイトの保守管理
委託（部分単価契約）

21
「東京ソーラー屋根台帳」ＯＳ更新
対応業務委託

22
著名人インタビューコンテンツの制
作

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

広告の掲載業務（電気自動車等の
普及促進事業（EV・PHV車両））

19



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 アビアンザ㈱ 2,692,800

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱富士通エフサス 2,978,360

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ｴｽ･ｱﾝﾄﾞ･ｱｲ㈱ 35,359,500

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱日立システムズ 4,939,000

契約件名

「省エネルギー診断情報管理シス
テム他」の.NET環境への移行改修
等について

No.

5

特命理由
省エネルギー総合支援事業及び次世代自動車の普及促進事業の運用業務において活用している「省エネルギー
診断情報管理システム」及び「次世代自動車受付管理ツール」は、Visual Basic6.0 で作成されている。Visual
Basic6.0は、マイクロソフト社のサポートが終了したため、本ソフトウェアをバージョンアップした開発環境（.NET環
境）に移行改修する必要がある。
上記事業者は、前述ツール等を開発した事業者である。前述ツール等のバージョンアップした開発環境（.NET環
境）への移行、また改修に必要な、ツールの既設機能や、細部にわたる要件・性能の把握をしていることから、上記
事業者が本業務を安全かつ確実に実施できる唯一の事業者であるため特命する。

上記契約の委託先は、「住宅用創エネルギー機器等導入促進事業」、「家庭におけるエネルギー利用の高度化促
進事業」及び「家庭に対する蓄電池等補助事業」における助成金申請業務の事業管理システムを開発し、かつ当
該システムの保守業務を委託してきた業者である。
当該システムは、公社業務のために開発業者が独自に構築した特殊なシステムであり、他の事業者では当該シス
テムを把握し安定的に稼働させることが困難である。よって、当該システムについて熟知し、エラーの修正等、保守・
点検を実施できる唯一の業者であることから、当該委託先と特定契約する。

No. 契約件名

3
自家消費プラン電子申請システム
の運用業務支援

特命理由
上記契約の委託先は、令和２年度自家消費プランの電子申請システムを開発した事業者である。
当該システムは自家消費プランの申請受付、審査、通知書の出力を行うものであり、当該システムのために当事業
者が開発した機能も含まれている。
当該システムの運用支援及び技術的な課題を解消できるのは、当該システムを開発した当事業者が唯一の事業者
であるため、当事業者と特定契約をする。

2

特命理由

契約件名
令和3年度東京都地球温暖化防止
活動推進センターにおける助成金
事業管理システムの運用支援業務
委託

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No.

4
「自家消費プラン」に係る電力使用
量等のデータ収集システムの設計
及び開発、運用業務支援

特命理由
令和2年度自家消費プランの電力使用量等のデータ収集システムの設計及び開発、運用業務委託では、データ登
録機能等のシステム構築及び令和3年度実装予定のデータチェック機能及び加工機能等の要件定義をしており、
令和3年度は要件定義済みの機能を構築済みのシステムに追加するものである。
本委託を安全に遂行するためには、今年度、開発したシステムの設計及び現状を熟知し、追加する機能の要件定
義を行っている事業者が必要である。
当該事業者は今年度、システム構築及び要件定義を行っており、当該事業者が来年度のシステムを構築できる唯
一の事業者である。
また他の事業者に委託をした場合、当該システムの責任の分界点が不明になるため、同一の事業者が一貫してシ
ステムを構築する必要がある。
以上の理由により、当該事業者に特命する。

No. 契約件名



（様式１－１）

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託
㈱京王エージェン
シー

4,615,600

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 国際航業㈱ 3,234,000

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱ﾜﾝﾋﾞｼｱｰｶｲﾌﾞｽﾞ 6,414,908

本委託契約は、センターが保有する文書について、センター内保管スペースの容量の関係上、外部の倉庫に保管
委託せざるを得ない状況であるため、実施するものである。
センターが保有する文書は、個人や事業者から取得した個人情報等が含まれるものが大部分を占めているため、
文書保管委託を契約するに当たり、以下の条件を満たしていることが必須であるが、上記事業者はこれらを全て満
たしている。
１．保管倉庫の管理体制が整備され、防災上及び防犯上の非常対策として、非常時における保管及び配送体制が
確実に整備されている。
２．システムによる管理において、情報セキュリティ面の確実性が担保されていること。
３．震災等に被害を受けない安全な場所に保管倉庫が立地していること。
４．配送、引取り及び保管業務並びに文書廃棄を自らが行うこと（第三者に委託しない）。

また、上記事業者はセンター開設以降、本件を受託しており、既に約1,700箱（令和2年12月現在）を保管している
が、上記事業者以外の別業者に本件を委託した場合、別業者の保管倉庫に1,700箱を預け替えることとなり、その
移送等に係る経費は概算で約180万円以上になる。また、別会社の倉庫で使用する管理番号を全ての文書保存箱
に貼り替える作業等なども必要になり大きな負担となる。

そのうえ、先にも述べたとおり文書の多くは東京都受託事業により取得した申請書等で個人や事業者の個人情報
（公社の情報管理基準で総合重要度A相当）が多数含まれており、それら大量の文書を短期間に別の場所に移送
することは移送途中での紛失等による個人情報流出といった極めて重大なリスクを孕んでいる。

以上の理由により、現在受託している上記事業者に引き続き委託することが、適正履行の確保及び経費並びにセ
キュリティ等の観点から最も有利であると認められることから、上記事業者を特命する。

当該Webサイトは上記業者が『令和3年度「東京ソーラー屋根台帳」維持管理業務委託について』（２都環公総地 第
2376号）により維持管理しており、当公社が直接操作することなく全ての管理を委託している。そのため、他の業者
によるOS更新対応業務は極めて困難である。
よって、本委託業務を安全かつ確実に実施できるのは当該Webサイトを設計、構築から維持管理まで実施している
上記業者のみであるため、特命する。

No. 契約件名

26

令和3年度 文書保管業務委託（単
価契約）（庶務/普及、創エネ、都
市エネ、区市町村、スマエネ、事業
支援）

特命理由

本件は、上記業者が令和２年10月に総合評価競争契約方式により「東京都地球温暖化防止活動推進センター
ウェブサイトリニューアル業務委託」（２都環公地温第1322号の3）により構築した当該サイトの保守管理を実施するも
のである。
当該サイトは、CMS（コンテンツ・マネジメント・システム）「Wordpress」を元に上記業者が開発した独自システムにより
構築されていることから、他の業者が保守・管理を実施することができない。当センターのホームページの機能・デ
ザイン等を維持しつつ、一貫した責任を持たせながら、本業務を安全かつ確実に実施できるのは当該サイトを設
計・構築した上記事業者のみであるため特命する。

No. 契約件名

21
「東京ソーラー屋根台帳」ＯＳ更新
対応業務委託

特命理由

No. 契約件名

※　記載事項を満たせば任意様式の使用可

20
東京都地球温暖化防止活動推進
センターWebサイトの保守管理
委託（部分単価契約）

特命理由



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 23,772

経常収益 9,991,747 24,620

6,664,666 20,668

13,621 0

9,927,372 48,392
9,903,963 48,392

うち人件費 2,128,708 29,956
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 323

128 0
28,993 323

320 0
35,190 ▲ 24,095
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額
0 0
0 0

0 0

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

広報普及等事業

（１）区市町村との連携による地域環境力活性化事業
（２）環境学習事業

２　事業（施設）概要

東京の広域的環境問題への対応や東京の地域特性を活かした魅力ある環境の創出を図
ることを目的として、東京都と連携し、地域の実情に即した取組を実施する区市町村に対
し、その経費の一部を補助した。また、次世代を担う子供たちへの環境教育の充実・強化を
行うとともに、都民が環境を学べる機会を積極的に提供を目的として、オンラインによる事
業手法を展開するなど、創意工夫を図り、「小学生教員向け環境教育研修会」や「都民を
対象としたテーマ別環境学習講座」を円滑に実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 260,617

経常収益 9,991,747 2,685,591

6,664,666 2,685,546

13,621 0

9,927,372 2,946,208
9,903,963 2,946,208

うち人件費 2,128,708 23,454
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 476

128 0
28,993 476

320 0
35,190 ▲ 261,093
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争 委託
株式会社エコロ
グ・リサイクリング・
ジャパン

5,505,500

件数 金額
0 0
0 0

0 0

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

広報普及等事業

緊急暑さ対策事業

①東京2020大会に向けた暑さ対策事業
②暑さ対策の推進に向けた暑熱対応設備整備促進事業
③東京都公立学校屋内体育施設空調設置支援事業

２　事業（施設）概要

①2019年に開催されたテストイベントにおける暑さ対策の試行及び検証の結果を踏まえ、
暑熱低減設備の配置箇所や暑さ対策グッズの選定及び配布方法など東京2020大会にお
ける路上競技沿道、ラストマイル等の暑さ対策実施計画案を作成し、東京都と連携して、実
施準備に取り組んだ。

②都内において、人の感じる暑さの緩和を図るためするクールスポットの創出を促進するた
め、暑熱対応設備を整備する区市町村及び事業者に対し、工事等に係る経費の一部を助
成した。

③学校施設の良好な教育環境を確保し、災害時の避難所としての良好な環境確保を推進
するため、都内公立小中学校等の屋内体育施設に空調設備を設置する区市町村に対し、
工事に係る経費の一部を補助した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
産業廃棄物（廃プラスチック類）の
処分委託（単価契約）

非公表案件

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 11,880

経常収益 9,991,747 156,612

6,664,666 156,612

13,621 0

9,927,372 168,492
9,903,963 168,492

うち人件費 2,128,708 47,193
23,409 0

うち管理費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 424

128 0
▲ 28,993 424

320 0
35,190 ▲ 12,304
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -
62,834,660 -

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名 自然環境の保全等事業

２　事業（施設）概要

貴重な自然環境が残る保全地域の適正な管理、活用を図ることを目的として、保全地域
において緑地保全活動を行うボランティア人材の育成業務、ボランティアに関する情報発
信や人材登録等を担う情報センター業務、保全地域の維持管理業務、保全地域林縁部
の植生管理業務を実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託 ㈱ﾏｲﾅﾋﾞ 3,543,606

特定 委託 ㈱ﾏｲﾅﾋﾞ 1,069,475

競争 委託 ㈱田中緑花 23,093,635

競争 委託 ㈱田中緑花 8,350,072

競争 委託 ㈱田中緑花 6,593,983

競争 委託 ㈲都一造園 6,593,983

競争 委託 ㈱昭立造園 4,398,955

競争 委託 ㈱小松急送 2,698,300

競争 委託
㈱高尾輸送サー
ビス

4,708,770

競争 委託 ㈱田中緑花 39,599,221

競争 委託 ㈱田中緑花 3,630,000

競争 賃借
日通リース＆ファ
イナンス（株）

3,682,800

件数 金額
0 0
0 0
0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 ㈱マイナビ 3,543,606

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
令和3年度森林緑地保全活動情報
ｾﾝﾀｰ情報発信用Webｻｲﾄの保守
管理委託

2
森林・緑地保全活動情報ｾﾝﾀｰweb
ｻｲﾄの改修業務等委託

3
令和3年度東京都保全地域ナラ枯
れ被害木等対応業務委託（概算契
約）

4
令和3年度保全地域における林縁
部維持管理委託その２（概算契約）

5
令和3年度南多摩地区保全地域維
持管理委託（概算契約）

6
令和3年度北多摩地区保全地域維
持管理委託（概算契約）

7
令和3年度保全地域維持管理工事
(概算契約）

8
令和3年度保全地域体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
等の物品運搬業務委託（単価契
約）

9
令和3年度保全地域体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
等の参加者送迎業務委託（単価契
約）

10
令和3年度保全地域における林縁
部維持管理委託（概算契約）

11
令和3年度南多摩地区保全地域維
持管理委託その2(概算契約）

12
緑地保全係新事務所事務用什器
リース

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

3
森林緑地保全活動情報ｾﾝﾀｰ情報
発信用Webｻｲﾄ保守管理委託

特命理由
　本Webサイトは、東京都環境局からの委託（以下「原契約」という。）に基づき、平成27年6月に「森林・緑地保全活
動情報センター情報発信用Webサイトの構築及び保守管理委託」（27都環公事多第63号の2）において、指名によ
る競争見積の結果、(株)マイナビ（以下「当該業者」という。）が受託し、構築をしたものである。構築の際は、公社の
用途に最適な独自CMSを開発し、令和３年８月にはセキュリティ向上の改修を行うなど、カスタマイズ及び保守管理
業務を７年間継続して実施している。
　本契約は、ホームページの運用やWeb会員の個人情報の管理、セキュリティ対策、トラブル発生時の復旧作業等
を行う業務であり、ホームページの内容や階層構造、独自開発したCMSやWebシステムの内容などを深く熟知して
いる必要がある。
　したがって、７年間に渡って開発・運用を行っている当該事業者は、セキュリティ・性能・費用などの面において、
本業務を安全かつ確実に実施することができる唯一の業者である。
　以上の理由から、本案件を当該業者に特命する。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 1,402

経常収益 9,991,747 24,827

6,664,666 24,827

13,621 0

9,927,372 23,425
9,903,963 23,425

うち人件費 2,128,708 15,716
23,409 0

うち管理費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 220

128 0
▲ 28,993 220

320 0
35,190 1,182
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業

資源循環分野における国際協力プロモーション事業

２　事業（施設）概要

東京都が実施する資源循環分野における国際協力事業の事務局として、海外諸都市へ廃
棄物処理・リサイクルに関する情報発信、研修等の支援を実施した。なお、新型コロナウイ
ルス感染症の拡大に伴う渡航制限の中、海外見学等受入が中止となった一方、オンライン
によるワークショップ及び都内施設見学を開催し、アジア圏に加え、多くの欧米、アフリカ等
世界の諸都市からの参加を得て、循環型経済と資源循環、廃プラ等の現状、廃棄物処理
の感染症対策など情報交換を行い、幅広く相互の理解促進を図った。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 13,224

経常収益 9,991,747 17,402

6,664,666 5,604

13,621 0

9,927,372 30,627
9,903,963 30,627

うち人件費 2,128,708 22,268
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 220

128 0
28,993 220

320 0
35,190 ▲ 13,444
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

経常外収益
経常外費用

事業費

管理費

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名
廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業

産業廃棄物処理業者優良性基準適合認定制度事業

２　事業（施設）概要

「東京における産業廃棄物処理業者の適正処理・資源化の取組に係る優良性基準適合認
定制度」の第三者評価機関として、評価認定業務を厳正かつ公正に実施し、優良な産業
廃棄物処理業者(71社）を認定した。また、電子マニフェスト普及促進に向けて、アドバイ
ザー事業者を育成し、1,166社の排出事業者に対して促進活動を実施した。

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 10,662

経常収益 9,991,747 38,306

6,664,666 38,306

13,621 0

9,927,372 27,644
9,903,963 27,644

うち人件費 2,128,708 19,243
23,409 0

うち管理費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 257

128 0
▲ 28,993 257

320 0
35,190 10,405
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業

PCB廃棄物処理支援事業

①東京都微量PCB廃棄物処理支援事業
②東京都高濃度PCB廃棄物収集運搬支援事業
③東京都PCB含有安定器調査支援事業

２　事業（施設）概要

①PCB廃棄物の処理促進を目的として、都内中小企業者から発生した微量PCB廃棄物の
処分や微量PCBを含むおそれのある絶縁油の分析を実施する者に対して、その経費の一
部を助成した。

②高濃度PCB廃棄物の期限内処理促進を目的として、都内中小企業者等が保管する高
濃度PCB廃棄物やPCB含有の照明器具用安定器をJESCO（中間貯蔵・環境安全事業株
式会社）PCB処理事業所に収集運搬する際に、収集運搬等に要する経費の一部を助成し
た。

③都内のPCB含有安定器の適切かつ早期処理実現を目的として、都内中小企業者等が
所有する昭和52年3月以前に建築・改修された建物の照明器具についてPCB含有安定器
の使用の有無を調査する際に、調査に要する経費の一部を助成した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 5,806

経常収益 9,991,747 32,221

6,664,666 32,221

13,621 0

9,927,372 38,028
9,903,963 38,028

うち人件費 2,128,708 26,053
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 1,085

128 128
28,993 1,213

320 0
35,190 ▲ 6,891
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

競争 委託 中島運輸㈱ 6,985,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業

プラスチック対策事業

①廃プラスチック国内有効利用に向けた緊急対策事業
②プラ製容器包装・再資源化支援事業
③3Rアドバイザーによる事業系廃棄物の3R推進

②都内の家庭・大規模オフィスビルから排出される廃プラスチックの焼却量を削減し、リサ
イクルの促進を図ることを目的として、都内区市町村が取り組むプラスチック製容器包装の
分別・リサイクルの導入及びその拡大に向けた取組を支援した。

③都内大規模オフィスビル等から排出される廃プラスチックの焼却量を削減し、廃プラス
チックをはじめとする事業系廃棄物の３Rの促進を図ることを目的に、区市町村と連携し、
廃棄物に関する知見を有する３Rアドバイザーによる的確な助言及び助言後の状況を確認
するためのアフターフォローを実施したほか、区市町村が実施する廃棄物管理責任者講
習会等の既存の場を活用した講習会を開催した。

①都内の産業廃棄物処理業者が排出する廃プラスチックの受入・搬出調整など積替保管
場所の管理を実施するとともに、産業廃棄物処理業者に対し、同事業の参加を条件とし
て、破砕設備等の導入に係る設置購入費用の一部を補助した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

〇個人情報を含む案件

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

特命理由

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

7
廃プラスチック広域共同輸送事業
に係る保管積替業務委託

非公表案件

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 52,443

経常収益 9,991,747 500,041

6,664,666 499,967

13,621 0

9,927,372 447,598
9,903,963 406,256

うち人件費 2,128,708 89,655
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 821

128 0
28,993 821

320 0
35,190 51,622
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名
廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業

河川環境保全事業

２　事業（施設）概要

河川における衛生的環境の確保と美観の保持を図ることを目的に、隅田川等30河川の浮
遊ごみ等回収処理作業及び河川清掃に使用する船舶、分室等の保守管理業務を実施し
た。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、職員の出勤人数を制限した特別勤
務体制による勤務シフトを整備し、職員間の接触を抑制するなど感染対策を講じ、安定的
な事業運営を図った。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

うち 都からの委託料

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

資産（期首残高）

当期一般正味財産増減額

法人税等（再掲）

当期指定正味財産増減額

資産（期末残高）

うち 都からの補助金等



（様式１－１）

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託
公益社団法人 台
東区シルバー人
材センター

1,058,942

特定 委託 成栄海運㈱ 206,580,000

特定 委託 セコム㈱ 873,840

競争 賃借 伊澤造船㈱ 12,276,000

競争 物品 横浜マリン石油㈱ 4,356,660

競争 物品 和栄石油㈱ 4,370,300

競争 物品 大和田石油㈱ 4,326,740

競争 物品 和栄石油㈱ 4,217,400

競争 物品 大和田石油㈱ 2,970,000

競争 修理・整備 山陽造船企業㈱ 10,366,290

競争 修理・整備 隅田船舶工業㈱ 9,268,600

競争 修理・整備 伊澤造船㈱ 10,310,256

競争 修理・整備 ㈱大戸造船所 6,801,696

競争 修理・整備 ㈲木村造船所 4,860,900

競争 修理・整備 山陽造船企業㈱ 7,309,500

競争 修理・整備 ㈱大戸造船所 8,173,550

競争 修理・整備 伊澤造船㈱ 4,007,366

競争 修理・整備 ㈱アクアスペース 7,665,787

競争 修理・整備 隅田船舶工業㈱ 10,563,310

競争 修理・整備 ㈱大戸造船所 10,664,197

1 厩橋分室庁舎の清掃業務委託

3 警備委託

2
令和3年度河川水面清掃業務履行
補助

4

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

5

6

7

13

14

15

3-55 河川清掃船「第一みどり丸」
の修繕(手入れ)

3-53 台船「うまや7号」の修繕(手入
れ)

3-71 河川清掃船「建河清第5号」
の修繕(手入れ)

3-121 河川清掃船「河清機第26
号」の修繕(手入れ)

3-131 台船「うまや6号」の修繕

8

9

12

19

20

16

3-212 河川清掃船「建河清第1号」
の修繕(定期検査)

3-243 河川清掃船「建河清第2号」
の修繕(中間検査)

17

18

2-238 船舶用軽油の購入（4月～5
月分）

3-52 船舶用軽油の購入（6月～7
月分 単価契約）

3-108 船舶用軽油の購入（8月～9
月分 単価契約）

3-178 船舶用軽油の購入（10月～
11月分 単価契約）

3-315 船舶用軽油の購入（3月分
単価契約）

3-23 河川清掃船「建河清第3号」
の修繕(手入れ)

3-144 河川清掃船「建河清第6号」
の修繕(手入れ)

3-185 河川清掃船「ちどり4号」の修
繕(手入れ)

3-202 ちどり桟橋改修工事

10

11

2-200 バックホウ台船(荷の間付き)
の借上げ



（様式１－１）

競争 修理・整備 伊澤造船㈱ 4,639,223

件数 金額
0 0
0 0

0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

委託 成栄海運㈱ 206,580,000

21
3-267 河川清掃船「ちどり3号」の修
繕(手入れ)

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

2
令和3年度河川水面清掃業務履行
補助

特命理由
本業務は、河川清掃船を使用して河川水面の浮遊ごみを回収する作業とそれに関連する作業の委託である。
河川清掃は、日々変化する天候、水位、潮流及び河川の工事等を考慮した作業方法を計画し、それに則って鉄製
の作業船を安全に操船しなければならない。
実施に当たっては、幅広い河川知識と十分な操船経験が必要となるが、河川清掃作業は、東京近郊では東京都建
設局しか実施しておらず、業務経験を有しているのは本業務で受託実績のある上記業者だけである。
また、委託元の建設局からも、「再委託にあたっては安全が確保できる業者であることが条件」と強い要望を受けて
いる。
このため、本業務を安全かつ高い技術水準で履行することができる唯一の業者である成栄海運株式会社を特命す
る。



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 8,059

経常収益 9,991,747 1,137,848

6,664,666 1,137,835

13,621 0

9,927,372 1,129,789
9,903,963 1,129,789

うち人件費 2,128,708 327,810
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 4,008

128 0
28,993 4,008

320 0
35,190 4,051
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託
わたなべ内科胃
腸科

716,100

競争 委託
新日本ロードメン
テナンス㈱

34,089,000

競争 委託 中島運輸㈱ 235,253,040

競争 委託 ㈱大東運輸 505,987,119

競争 委託 タフカ㈱ 3,938,550

競争 物品 ㈱大倉 28,066,500

件数 金額
0 0
0 0

0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

2 散水作業業務委託(単価契約)

3
中央防波堤外側埋立処分場埋立
作業その他業務委託(単価契約)

4
新海面処分場埋立作業その他業
務委託(単価契約)

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

廃棄物の適正処理及び処理技術の支援等事業及び広報普及等事業

中防外側諸事業及び環境普及等事業

①中防外側諸事業
②中防埋立処分場見学案内

２　事業（施設）概要

①東京都廃棄物埋立処分場における廃棄物処理を安全かつ安定的に行うことを目的とし
て、廃棄物の受入、埋立作業、環境保全対策等、管理運営に関する業務を実施した。な
お、新型コロナウイルス感染症の拡大を踏まえ、職員の出勤人数を制限した特別勤務体
制による勤務シフトを整備し、職員間の接触を抑制するなど感染対策を講じ、安定的な事
業運営を図った。

②東京都廃棄物埋立処分場の延命化や廃棄物の適正処理、リサイクルの必要性の普及
啓発を目的として、都民や小学生を対象に埋立処分場及び廃棄物処理施設の見学案内
業務を実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

資産（期首残高）

経常外収益
経常外費用

No. 契約件名

資産（期末残高）

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

契約件名

特命理由

うち 都からの補助金等

４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

非公表案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No.

1
令和3年度 中防庁舎安全衛生委
員会産業医委託

〇個人情報を含む案件

5 浴室の清掃業務委託

6

〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

路盤材の購入(単価契約)

〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 38,989

経常収益 9,991,747 297,682

6,664,666 1,540

13,621 0

9,927,372 258,693
9,903,963 258,693

うち人件費 2,128,708 70,826
23,409 0

うち人件費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 869

128 0
28,993 869

320 0
35,190 38,120
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

資源の循環利用に関する事業

中防内側諸事業
　粗大ごみ等破砕済ごみの積込等業務
　東京港内清掃ごみの運搬作業

２　事業（施設）概要
中央防波堤外側埋立地物揚場に揚陸される東京港内清掃ごみを外側埋立地内処理施設
へ運搬した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 ▲ 15,549

経常収益 9,991,747 6,729

6,664,666 4,527

13,621 0

9,927,372 22,278
9,903,963 22,278

うち人件費 2,128,708 15,022
23,409 0

うち管理費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 141

128 0
▲ 28,993 141

320 0
35,190 ▲ 15,690
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

件数 金額

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名

広報普及等事業

産業廃棄物適正処理の講習・研修会事業

①産業廃棄物管理責任者講習会（自主事業）
②産業廃棄物処理業者向け講習会

２　事業（施設）概要

①東京都廃棄物条例で設置が義務付けられている産業廃棄物管理責任者を対象として、
排出事業者の責任に関する知識や理解を深め、適正処理等の意識向上を図ることを目的
として、産業廃棄物管理責任者講習会を実施した。

②静脈産業の重要な担い手である産業廃棄物処理業者が産業廃棄物の適正処理、法令
遵守はもとより、環境への配慮等の付加価値を兼ね備えることで持続可能な循環型社会の
実現を図ることを目的として、産業廃棄物処理業者向け講習会を実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

該当なし



（様式１－１）

うち本事業
当期経常増減額 64,375 10,268

経常収益 9,991,747 31,811

6,664,666 31,811

13,621 0

9,927,372 21,543
9,903,963 21,543

うち人件費 2,128,708 4,789
23,409 0

うち管理費 13,894 0
当期経常外増減額 ▲ 28,865 ▲ 68

128 0
▲ 28,993 68

320 0
35,190 10,200
▲ 156 0

61,339,883 -

当期増加額 1,914,768 -

12,719 -

当期減少額 419,990 -

62,834,660 -

契約方法 契約種別 契約相手方 契約金額（円）

特定 委託
株式会社京王
エージェンシー

960,000

競争 委託
株式会社京王
エージェンシー

1,000,000

件数 金額
0 0
0 0

0 0

契約種別 契約相手方 契約金額（円）

令和３年度　非競争型受託等事業運営状況報告書　〔公益財団法人・一般財団法人・特例民法法人〕

１　事業（施設）名
広報普及等事業

TOKYO海ごみゼロアクション

２　事業（施設）概要
東京の海に新たなプラスチックごみを流出させないよう、東京の海ごみ問題を「見える化」し
て、都民に広く啓発するとともに、区市町村、NPO等と連携し、海ごみや河川ごみの清掃活
動への参加につなげることを目的として、イベント出展及びオンラインイベントを実施した。

３　収支状況（単位：千円）

項目
収支

備考
団体　計

団体計の経常収益には、評価損益等△1,156千円を収益として計上している。

うち 都からの委託料

うち 都からの補助金等

経常費用
事業費

管理費

経常外収益
経常外費用

法人税等（再掲）
当期一般正味財産増減額

当期指定正味財産増減額

資産（期首残高）

うち 都からの補助金等

資産（期末残高）
４　受託等事業実施に係る契約（単位：円）　〔対象：①全特定契約、②①以外の契約については250万円以上の契約〕

No. 契約件名

1
「ＴＯＫＹＯ海ごみゼロアクション」Ｗ
ｅｂサイトにおけるシステム改修業務
委託

2
「ＴＯＫＹＯ海ごみゼロアクション」Ｗ
ｅｂサイトの制作及び保守業務委託

非公表案件
〇個人情報を含む案件
〇公表について、契約相手方の承諾を得られない案件
〇公表することで、事業の執行や団体の経営に支障を及ぼすおそれのある案件

５　特定契約の特命理由　〔対象：特定契約のうち250万円以上の契約〕
No. 契約件名

特命理由
該当なし


